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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１－１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数 ４社

連結子会社名

大末サービス㈱

ＤＡＩＭアメニティ㈱

テクノワークス㈱

㈱ＤＡＩＭ

非連結子会社名

ダイスエ開発㈱

非連結子会社１社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしておりません。

１－２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社名

ダイスエ開発㈱

関連会社名

金岡単身寮ＰＦＩ㈱

上記の持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

１－３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結計算書類作成会社と同じであります。

１－４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
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②たな卸資産

未成工事支出金は、個別法による原価法、販売用不動産及び開発事業支出金は、

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～50年

機械、運搬具及び工具器具備品 ２年～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平

成 20年３月 31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②完成工事補償引当金

引渡しの終了した工事に対する瑕疵担保及びアフターサービス費に充てるため、

瑕疵担保実績率に基づき計上しております。

③賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。



大末建設株式会社 第 66 回定時株主総会資料

3

④工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において見込まれ

る未引渡工事の損失発生見込額を計上しております。

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異（2,745 百万円）については、15 年による均等額を費用処

理しております。

数理計算上の差異については、発生の翌連結会計年度から、過去勤務債務につ

いては、発生の当連結会計年度から、それぞれ平均残存勤務期間以内の一定の年

数である 10 年で定額法により費用処理することとしております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

（５）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

（６）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

１－５．追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号 平成 21年 12 月

４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 24 号 平成 21年 12 月４日）を適用しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

２－１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

預金 5,145 百万円

受取手形 404

販売用不動産 199

建物 1,234

土地 1,603

投資有価証券 174

事業保険金 167

計 8,930

なお、投資有価証券のうち 50 百万円は営業保証金として差し入れております。

また、上記の他、工事請負代金の債権譲渡担保差入証書を差し入れており、こ

れに対応する工事請負代金総額（既入金額を除く）は、22,830 百万円でありま

す。

（２）担保に係る債務

短期借入金 14,468 百万円（一年以内返済予定の長期借入

金 49百万円を含む）

長期借入金 16 百万円

２－２．有形固定資産の減価償却累計額 1,406 百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

２－３．保証債務

当社グループ以外の会社が顧客からの前受金について、信用保証会社から保証を受け

ており、この前受金保証について当社グループが信用保証会社に対して保証を行ってお

ります。

和田興産㈱他７社 355 百万円

２－４．受取手形割引高 1,668 百万円

２－５．貸付有価証券及び預り担保金

投資有価証券には、株券貸借取引により、金融機関に貸出している上場株式 638 百万

円が含まれており、その担保として受け入れた預り担保金 387 百万円が流動負債のその

他に含まれております。
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２－６．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、

当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、連結会計年度末日満期手形が以下

の科目に含まれております。

支払手形 1,451 百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 106,142,250 株

４．金融商品に関する注記

４－１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、当社グループのリスク管理基本規程に従い、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごと

に把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業

務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

営業債務である支払手形・工事未払金等は、１年以内の支払期日であります。

借入金の使途は運転資金（主として短期）であります。変動金利の借入金は金利

の変動リスクに晒されていますが、ほとんどが短期借入金でありリスクは僅少であ

ります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループで

は、月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流

動性リスクを管理しております。
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４－２．金融商品の時価等に関する事項

平成 24 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は、次表には含まれておりません。

（単位 百万円）

連結貸借対照

表計上額
時価 差額

(1)現金預金

(2)受取手形・完成工事未収入金等

(3)投資有価証券

12,765

15,349

947

12,765

15,339

947

－

△9

－

資産計 29,061 29,052 △9

(1)支払手形・工事未払金等

(2)短期借入金

12,235

14,468

12,235

14,468

－

－

負債計 26,704 26,704 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形・完成工事未収入金等

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期ま

での期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっ

ております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取

引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連

結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。
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（単位 百万円）

種類
連結貸借対

照表計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式

(2)債券

国債・地方債等

506

45

307

44

199

0

小計 552 351 200

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式

(2)債券

国債・地方債等

389

5

549

5

△159

△0

小計 394 554 △159

合計 947 906 41

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は５百万円であり、売却益

が３百万円発生しております。

負債

(1)支払手形・工事未払金等、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位 百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 355

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位 百万円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10 年以内

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があ

るもの

国債・地方債等

12,765

14,944

25

－

404

25

－

－

－

合計 27,735 430 －
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５．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 40円 27 銭

１株当たり当期純損失 8円 53 銭

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１－１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

（２）たな卸資産

未成工事支出金は、個別法による原価法、販売用不動産及び開発事業支出金は、個

別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

１－２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～50年

車両運搬具 ２年～ ３年

工具器具・備品 ２年～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成

20 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。



大末建設株式会社 第 66 回定時株主総会資料

10

１－３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

（２）完成工事補償引当金

引渡しの終了した工事に対する瑕疵担保及びアフターサービス費に充てるため、瑕

疵担保実績率に基づき計上しております。

（３）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。

（４）工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において見込まれる未引渡

工事の損失発生見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異（2,721 百万円）については、15 年による均等額を費用処理し

ております。

数理計算上の差異については、発生の翌事業年度から、過去勤務債務については、

発生の当事業年度から、それぞれ平均残存勤務期間以内の一定の年数である 10 年で

定額法により費用処理することとしております。

１－４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。

１－５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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１－６．追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号 平成 21 年 12 月４

日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 24号 平成 21 年 12 月４日）を適用しております。

２．貸借対照表に関する注記

２－１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

預金 5,145 百万円

受取手形 404

販売用不動産 199

建物 1,234

土地 1,603

投資有価証券 149

事業保険金 167

計 8,905

なお、投資有価証券のうち 25百万円は、営業保証金として差し入れております。

また、上記の他、工事請負代金の債権譲渡担保差入証書を差し入れており、これ

に対応する工事請負代金総額（既入金額を除く）は、22,830 百万円であります。

（２）担保に係る債務

短期借入金 14,468 百万円（一年以内返済予定の長期

借入金 49 百万円を含む）

長期借入金 16 百万円

２－２．有形固定資産の減価償却累計額 948 百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

２－３．保証債務

下記の会社が顧客からの前受金について、信用保証会社から保証を受けており、

この前受金保証について当社が信用保証会社に対して保証を行っております。

和田興産㈱他７社 355 百万円

２－４．受取手形割引高 1,668 百万円
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２－５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 37百万円

長期金銭債権 16百万円

短期金銭債務 80百万円

２－６．貸付有価証券及び預り担保金

投資有価証券には、株券貸借取引により、金融機関に貸出している上場株式 638 百万

円が含まれており、その担保として受け入れた預り担保金 387 百万円が流動負債の預り

金に含まれております。

２－７．期末日満期手形

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、当事業年度

末日は金融機関の休日であったため、期末日満期手形が以下の科目に含まれております。

支払手形 1,451 百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引 634 百万円

営業取引以外の取引 66百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,418,805 株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、退職給付引当金、貸倒引当金、工事損失引当金、繰越欠損金で

あります。

なお、評価性引当額は、1,929 百万円であります。

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 37円 80 銭

１株当たり当期純損失 8円 94 銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。


